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キャンプ桑江南側地区 地権者説明会（第２回）
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１．開会のあいさつ
２．説明
（１）先行取得の概要
（２）小規模な土地等の取扱いの変更
（３）H26年度の土地取得状況（実績報告）
（４）H27年度の土地の先行取得スケジュール（予定）
（５）町へ申出を行う際の留意点
（６）キャンプ桑江南側地区跡地利用推進調査の概要

３．意見交換
４．閉会



（１）土地の先行取得制度の概要
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公有地の確保が必要と認められた返還予定の駐留
軍用地において、市町村や県等が返還前から土地
を取得する事業
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（１）先行取得の概要

① 土地の先行取得とは？

ポイント① 返還前から土地を取得

先行取得制度に基づき市町村や県等に土地を売却
した場合、譲渡所得は５千万円の特別控除の対象

ポイント② ５０００万円の特別控除



町へ申出が必要（対象：100㎡以上の土地）
→パンフレットＰ９参照

事前に町への届出が必要
（対象：200㎡以上の土地）
→パンフレットＰ１０参照
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（１）先行取得の概要

① 土地の先行取得とは？

ポイント③ 土地を売却する場合の届出・申出

町に土地を売却することを希望する場合：

民間へ土地を売却（有償譲渡）する場合：
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項目 内容

１ 対象地区 キャンプ桑江南側地区（但し、斜面緑地を除く）

２ 土地を買取る目的 学校用地（義務教育施設用地）確保の為

• 北谷町が、「学校用地」を確保するため土地の先行取
得を実施。

• 平成２６年度から３２年度までの７年間で取得予定。

（１）先行取得の概要

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32
取得
予定
（㎡）

15,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

合計45,000㎡

② キャンプ桑江南における土地の先行取得の内容は？

※平成２６年度における土地の取得価格については「宅地」、「宅地見込地」の２種
類の価格により取得を行いました。→パンフレットＰ４～Ｐ６参照
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• 先行取得制度により町等に土地を売却した場合、税
制上の特別措置の対象となる。

（１）先行取得の概要

③ 税制上の特別措置

課税譲渡所得 × 税率 ＝ 土地を売った所得に対する税金

課税譲渡所得＝譲渡価格－（取得費＋譲渡費用）－特別控除額

・長期譲渡所得：２０％ （所得税１５％＋住民税５％）
・短期譲渡所得：３９％ （所得税３０％＋住民税９％）

最高５千万円

土地購入代金・
登録免許税など

仲介手数料・印紙税
（売主負担分）など

※土地の先行取得制度により町へ土地を売却した場合は、売主による登録免許税
及び印紙税の負担はありません。
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（１）先行取得の概要

【誤】
土地の先行取得制度によって、町・県等に土地を売却した場合で
も、国民健康保険税・介護保険料は、控除の対象とはなりません。

※昨年９月に配布したパンフレットのＰ８の記載に誤りが
ありました。

【正】
土地の先行取得制度によって、町・県等に土地を売却した場合、
所得税、住民税、国民健康保険税・介護保険料の算定が、特別控
除の対象となります。
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（１）先行取得の概要
※昨年９月に配布したパンフレットのＰ８の記載に誤りがありました。



（２）小規模な土地等の取扱いの変更
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（２）小規模な土地等の取扱いの変更

① 100㎡に満たない土地の扱い

【以前】
100㎡に満たない土地は、買取対象外。
ただし、隣接する自己所有地の合算が100㎡以上の場合は、買取
対象。

Ｈ26年11月に内閣府から通達があり、これまで先行取得
の対象外であった土地の取り扱いが変わりました。

【現在】
100㎡に満たない土地は、買取対象外。
ただし、地区内に存在する自己所有地の合算が100㎡以上の場
合は、買取対象。



【現在】
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（２）小規模な土地等の取扱いの変更

【以前】

100㎡未満の
土地

買取対象外

100㎡未満の
土地

隣接地が合計100㎡以上
であれば買取対象

100㎡
未満の
土地

100㎡未満の
土地

買取対象外

100㎡未満の
土地

地区内の土地が合計100㎡
以上であれば買取対象

100㎡
未満の
土地
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（２）小規模な土地等の取扱いの変更

※最近の新聞報道
等にもありました
が、今後、跡地利
用推進法が改正
された場合には、
１００㎡未満の土
地も買取対象に
なる可能性があり
ます。

出典：平成27年2月6日（金）
沖縄タイムス朝刊
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（２）小規模な土地等の取扱いの変更

② 軍用地境界上の土地

【以前】
軍用地境界上の土地については、
対象地区外の部分の買取可否について、これまで不明確だった。

【現在】
軍用地境界上の土地については、
対象地区内外にまたがる土地全体を買取対象とする。



【現在】

【以前】
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（２）小規模な土地等の取扱いの変更

取り扱いが不明確

軍用地境界
軍用地

民有地

１筆全体を買取対象とする

軍用地境界
軍用地

民有地



（３）H26年度の先行取得の実施状況
（実績報告）
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（３）H26年度の先行取得の実施状況（実績報告）

項目 内容

申出受付期間 Ｈ26年9月8日～9月30日
申出筆数・総面積 計２２筆 約１３，０００㎡

買取総額 約５．８億円

※平成２６年度における「町への売却」の申出受付は
終了しました。
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（３）H26年度の先行取得の実施状況（実績報告）



（４）H27年度の土地の先行取得
スケジュール（予定）
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（４）H27年度の土地の先行取得スケジュール（予定）

来年度は、以下のスケジュールで先行取得を実施する
予定です。

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１０
月

１１
月

１２
月

１
月

２
月

３
月

不動産価格
調査

買取り
協議

買取り
決定

契約

所有権
移転

売買代金
支払い

申出受付

平成２７年 ８月～ ９月 町への申出受付

平成２７年１０月～１１月 買取り協議

平成２７年１２月 売買契約の締結

平成２８年 ２月 売買代金の支払い



（５）町へ申出を行う際の留意点
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（５）町へ申出を行う際の留意点

〇 土地の一部を売却したいとお考えの方へ

• 土地の一部を町に売却したいとお考えの方は、土
地を予め分筆して頂いた後に、町へ申出が必要で
す。

• 土地の分筆には、現地立ち入り調査（測量調査）
が必要となり、手続きに２か月程度を要するとさ
れています。

土地の分筆には時間が掛かります！

事前に土地の分筆が必要です！

Ｈ２７年度に土地の一部の売却を検討されている方
は、事前に町の窓口へご相談ください。



予め分筆（共有物分割）し
ていれば、Ａさんの土地を
町が買い取ることが出来る。

Ａさんだけが売却を希
望した場合、町が買い
取ることは出来ない。

Ａさん・Ｂさん
共有名義
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（５）町へ申出を行う際の留意点

※共有名義（Ａさん、Ｂさん）の土地において、Ａさんだけ
が町への売却を希望している場合の例

Ａさん

分筆に要する手続き及びその費用負担等については共有者間
で協議ください。

Ｂさん



（６）キャンプ桑江南側地区
跡地利用推進調査の概要

23



24

（６）キャンプ桑江南側地区
跡地利用推進調査の概要

平成２５年度において
キャンプ桑江南側地区
返還後の外国大学導
入を前提とした調査を
行いました。



補足資料
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

特定駐留軍用地内の
土地

①土地を所有
し続ける

②土地を民間
に売却する

③土地を公共
（北谷町）に
売却する

・特定駐留軍用地内の土地は、以下の３つの活用方法があります。



→ 平成３２年度までの７年間実施
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

①土地を所有
し続ける

②土地を民間
に売却する

③土地を公共
（北谷町）に
売却する

賃借料 補償金 給付金

賃借料

賃借料

民間に
売却

公共に
売却

土地
利用

・キャンプ桑江南側地区における土地の活用イメージ図

特定
給付金
※一定の条件
を満たした場合

※税制上の特別措置（最大5000万円
の特別控除）

区
画
整
理
事
業
へ
の

参
加
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

賃借料 補償金 給付金 特定
給付金

・跡地利用推進法による給付金制度は、以下の通りです。

米
軍
へ
の
施
設
提
供
中

支
障
除
去
措
置
の
期
間
中

引
き
渡
し
日
か
ら
３
年
間

政
令
で
定
め
る
期
間

返
還
日

引
渡
日

基
準
日

（
支
給
上
限
年
間
１
千
万
円
）

（
支
給
上
限
年
間
１
千
万
円
）

特定給付金は、基準日の前日までに土地区画整理事業に係る事業認可等
がなされた場合に支給されます。
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

• 補償金、給付金が支給されます。

• 区画整理事業を行う場合（但し、基準日の前日までに
区画整理事業に係る事業認可等がなされた場合）、
特定給付金が支給されます。

①土地を所有し続ける場合の留意点

• いつから土地を使用できるか不明確です。
• 返還後の不動産価値の予測が困難です。

• 区画整理事業を行う場合、減歩により土地の面積が
減少します。

※キャンプ桑江南側地区における土地区画整理事
業の実施及び実施する場合の実施主体（施行
者）等は現時点では決定しておりません。
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

• 売主と買主の双方合意による売買価格、売買時期の
設定となります。

②土地を民間に売却する場合の留意点

• 譲渡所得に係る税（所得税、住民税、健康保険税等）
の負担が発生します。
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（補足資料） 特定駐留軍用地の活用イメージ

• 譲渡所得に係る税の優遇措置として最大５０００万円
の特別控除が受けられます。

③土地を公共（北谷町）に売却する場合の留意点

• 公共が定める期間での受付になります。

• 土地取得費、取得面積に上限があることから、公共
が買取りできない場合があります。


